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新潟県いじめ防止対策等に関する委員会 

第３号案件調査報告書の概要 

 

Ⅰ 調査の概要 

  本報告書は、県立高等学校の１年生の生徒（以下「Ａ」という。）が、平成 28 年 11 月

に自殺した事案について、県教委が、いじめ防止対策推進法第 28 条第１項第 1 号に掲げ

る場合に該当すると判断し、これを受けて、新潟県いじめ防止対策等に関する委員会（委

員名簿は末尾に記載）において調査した内容の報告である。 

  本委員会は、平成 28 年 12 月から、第３号案件として調査を開始し、平成 30 年９月 11

日、調査報告書を決定した。 

本調査は、以下の３つを目的として実施したものである。 

  ① 何があったか事実を明らかにする。 

  ② 自殺に至る過程（①で明らかになった事実の影響）をできる限り明らかにする。                   

  ③ 上記①②を踏まえ今後の再発防止への課題を考え、提言を行う。 

 

Ⅱ 調査結果について 

１ 本事案の事実関係 

 ⑴ 平成 28 年４月から８月までの状況 

   Ａは、平成 28 年４月１日、本学校に入学した。 

   Ａは、クラス内の生徒１名と学校で話をしたり、オンライン上で授業のことなどをや

り取りしていた。 

   同じクラスの生徒からは、Ａについて、この頃は、多くはないが、複数の生徒と話し

ていたという指摘がある。 

  

⑵ 平成 28 年９月の状況 

夏休み明けの９月初旬から、Ａにとって不愉快なあだ名（以下「あだ名」という。）

が、一部のグループ内で、休み時間や昼休みに、Ａに分からないように言われるように

なった。Ａは、11 月１日に担任教諭に渡した手紙に、不愉快なあだ名と記載している。 

また、Ａは、体操着が上げすぎではないかなどと見た目をみんなに笑われることがあ

った。 

Ａは、９月になると、今までクラス内で話をしていた生徒が、自分の話を聞いてくれ

なくなってしまったと感じ、自分から声をかけることができなくなっていた。 

９月のＡの様子として、クラスの生徒から、いつも自分の席で昼食をとり、話をして

いる姿をあまり見なくなったとの指摘がある。 

本学校の教員からは、この頃のＡのクラスの様子として、発言力のある子とそうでな

い子がはっきりしてきたことなどが指摘されている。 
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⑶ 平成 28 年 10 月の状況 

10 月になると、Ａと｢あだ名｣に関係する画像との合成画像がＬＩＮＥへ投稿され、

「あだ名」は、受け狙いなどの目的で、授業中にも言われるようになり、言われる範囲

もクラスの３分の１に広がり、見ず知らずの他のクラスの生徒からも言われるようにな

った。 

また、Ａは、一部の生徒から、「あだ名」や「お前友達いないんだよな」などと言わ

れ、直接、からかわれていた。 

これら以外にも、席替えのトラブルに伴う暴言などが認められた。 

27 日の放課後、Ａは、席替えでトラブルがあったと担任教諭に申し出た。担任教諭

は、翌日は教室を使わないので、また来週何かあったら申し出るように伝え、聞き取り

などは行わなかった。 

10 月のＡの様子として、クラスメイトの多くが、雰囲気が暗くなり始めていたこと、

クラスメイトと話すことが少なかったことなどを感じていた。 

また、Ａのクラスの様子として、授業中さわがしいことや 10 月の中間考査後は悪口

などが平気で言われていたことが指摘されている。 

 

⑷ 平成 28 年 11 月の状況 

11 月１日、Ａは、午前８時頃、担任教諭に、いじめ被害を訴える手紙を渡し、昼休み

に、生徒指導部教諭から、手紙の件につき、聞き取りを受けた。 

生徒指導部教諭は、同日午後３時過ぎに、手紙に記載のあった生徒に対し、聞き取り

を行い、指導を行ったが、その後も、授業中や休み時間に、「あだ名」を言う者がいて、

周りが笑うことがあった。 

また、Ａは、「あだ名」の他にも、悪口を言われていた。 

 11 日、Ａは、担任教諭に、クラスの生徒が悪口を言っていると口頭で訴えた。担任教

諭は、悪口を言っていると指摘された生徒から聞き取りを行ったが、その生徒が、別の

生徒への悪口を認め、その他は特に思い当たらないと答えたため、一般的な指導を行い、

Ａには聞き取りの結果を伝えていない。 

11 月 13 日、Ａの通信端末には、自殺方法などの検索履歴が残されている。 

11 月 15 日、授業において、Ａは、ノートに、クラスで嫌われていると感じてとても

苦しいと記載している。 

11 月 21 日、Ａは、自殺した。 

部屋には遺書が残されていた。 

遺書には、２か月前から命を絶とうと考えていたこと、１か月前から学校で言葉に

よる「いじめ」を受けたこと、先生に相談したが 11 月の相談は何の解決にもならなか

ったことなどが記載されていた。 

 

２ いじめ行為の存否について 

⑴ いじめの定義等 
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本報告書において「いじめ」の定義は、平成 25 年９月施行の「いじめ防止対策推進

法」第２条第１項の定義によるものとし、いじめの認知は、下記の４つの要素で判断す

る（平成 28 年 3 月 18 日付け 27 初児生第 42 号文科省通知参照）。 

① 行為をした者も行為の対象となった者も児童生徒であること 

② 行為をした者と行為の対象となった者との間に一定の人的関係が存在すること 

③ 行為をした者が行為の対象となった者に対して心理的又は物理的な影響を与える

行為をしたこと 

④ 当該行為の対象となった者が心身の苦痛を感じていること 

 

⑵ いじめ行為として検討が必要な行為 

  本事案において、いじめ行為として検討が必要な行為は、以下のとおりである。 

 

❶ 夏休み明けの９月初旬から、「あだ名」が、一部のグループ内で、間接的に、言わ

れるようになり、９月の間、継続して言われていた。 

また、Ａは、体操着が上げすぎではないかなどと見た目をみんなに笑われることが

あった。 

 

 ❷ 10 月になると、合成画像がＬＩＮＥに投稿され、「あだ名」は、目的をもって、

徐々に直接的に言われるようになり、言われる範囲も広がっていった。 

また、Ａは、一部の生徒から、「あだ名」や「お前友達いないんだよな」などと言

われ、直接、からかわれていた。 

これら以外にも、席替えのトラブルに伴う暴言などがあった。 

 

❸ 11 月になっても、10 月と比べ少なくなってはいたが、授業中や休み時間に、「あだ
名」が言われ、周りが笑うことがあり、また、Ａは、「あだ名」の他にも、悪口を言
われていた。 

 

 ⑶ 検討結果 

 いじめの通知の要素は、①行為者と対象者が児童生徒であること、②両者の間に一定

の人間関係があること、③行為者が心理的又は物理的な影響を与える行為をしたこと、

④対象者が心身の苦痛を感じていること、である。 

 

上記の❶❷❸の行為は、行為を行った者と行為の対象となった者が、同じ学校の生徒

であることから、いじめの通知の要素①②に該当することは明らかである。 

また、Ａの遺書の内容、11 月 15 日の授業のノートの記載内容、11 月１日に担任に渡
した手紙の内容などを考慮すれば、❶❷❸の行為により、Ａは苦痛を感じていたと判断
され、❶❷❸の行為は、いじめの通知の要素③④に該当する。 

 

以上から、上記の❶❷❸の行為は、すべて、いじめの通知の要素①②③④に該当し、

法に定めるいじめの定義に該当することから、いじめ行為にあたると判断する。   
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３ 自殺に至る過程の心理的・医学的分析 

  Ａの遺書及び事実関係の精査から、Ａの心理的・医学的状況について、論理的推論にお

いて以下の考察を行った。 

 

   Ａについては、平成 28 年８月頃までは、明確な精神障害は認められなかったが、９月

頃から、友人関係が思うようにいかない中で、周囲からの孤立感や自責感が高まってい

った。 

  さらに、９月下旬から 10 月にかけての合成写真や座席位置をめぐる一部生徒とのトラ

ブルに巻き込まれる形となり、「あだ名」がクラス内に広がる中で、Ａは強い恨みや苛立

ちを抱くようになっていった。 

  そして、クラス外の生徒からも「あだ名」で揶揄されたことで、不特定多数に不本意な

「あだ名」を広められているという事実を目の当たりにし、自身の孤立感を強めていった。 

A は、11 月１日に担任教諭に文書を持参して相談を行っているが、担任教諭を含めた

学校関係者の A への対応は、数回の言葉かけ以外はほとんどなく、加害生徒への聞き取り

対応や口頭での指導のみとなっていた。11 月 11 日に再度の悪口の訴えを担任教諭に伝え

ているが、A に対するフォローはなく、Ａの期待は裏切られる形となり、A の孤立感や絶

望感は一層深まっていった。 

11 月 13 日の A の通信端末に自殺方法などの検索履歴が残されていることからも、A が

自分自身で問題解決を図る方法は自殺以外にないという心理的視野狭窄状態に陥ってい

た可能性が高い。14 日以降も A に対するフォローは一切なく、21 日に自殺を決行したも

のと考えられる。 

一連の経過の中で、Ａは友人関係の悩みから、９月頃から、適応障害となり希死念慮が

出現したと推測されるが、その時点での希死念慮は切迫したものではなかったと思われる。 

  Ａが初めて自殺に関連した項目を検索したのは、担任に３回目の相談をした翌々日の

11 月 13 日であり、その時点では明確な希死念慮をもっていたと推測される。 

  以上のことから、Ａの孤立感を救ってほしいという担任教諭及び本学校への期待が結果

として裏切られる形となり、絶望感が強まったことがＡの自殺の決意、決行に最も影響を

与えたと考えられる。 

 

４ 本学校及び県教委の対応に関する検証 

本委員会は、上記「２ いじめ行為の存否」において、Ａに対する同学年の生徒らに

よるいじめ行為の存在を確認し、「３ 自殺に至る過程の心理的・医学的分析」において、

11月1日及び11月11日の本学校及び教諭の対応がＡの自殺に影響を与えたと判断した。

本委員会は、本調査において、結果的に、「２ いじめ行為の存否」、「３ 自殺に至る過

程の心理的・医学的分析」に記載の事実以外に、Ａの自殺に重大な影響を与えた事実を

確認できなかった。 

以上を踏まえ、本学校及び県教委の対応の検証結果は、以下のとおりである。 
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⑴ 自殺前の本学校の対応 

本事案においては、本学校は、Ａから、短期間のうちに３回（平成 28 年 10 月 27 日、

11 月１日、11 月 11 日）も、友人との間のトラブルやいじめ被害の相談を受けながら、

Ａの自殺（11 月 21 日）に至る過程で、以下に記載のとおり、必要かつ適切な措置を実

施することができなかった。 

 

① 本学校は、11 月１日、Ａからいじめに係る相談を受けた際、「いじめ認知時の対応

に係る委員会」を開催しないなど、「新潟県いじめ防止基本方針」及び本学校の「い

じめ防止基本方針実践のための行動計画」を遵守した対応をしなかった。 

  本委員会は、「県基本方針」、「行動計画」に示された対応が適切に実行されなかっ

たことが、短期間のうちに担任教諭がＡから３回も相談を受けながら、最悪の事態、

最悪の不幸を招いた根本的な原因であったと考える。 

 

② Ａによる２回目の相談（11 月１日）に対する学校側の対応については、①の問題

とともに、関係生徒からの聞き取りが適切でなかったこと、被害者を徹底して守り通

そうとした事実を確認することができなかったこと、Ａの保護者に報告を行い情報を

共有する機会を設けなかったことが問題として指摘される。 

 

③ 担任教諭は、Ａから、10 月 27 日、11 月 1 日、11 月 11 日と、短期間に３回の相談

を受けているが、その対応は不十分であった。 

 

④ 本委員会の調査では、管理職は担任教諭の経験の浅さを年度当初から心配していた

こと、また、９月以降は、Ａのクラスが静謐な教室環境とは言えない状況にあったと

指摘する教諭がいたこと等が確認できているが、管理職による担任教諭に対する支援

やサポート等の措置がなされた事実を確認することはできなかった。 

 

⑵ 自殺後の本学校及び県教委の対応 

  ① 学校・教職員の対応の過程は、基本調査における重要な確認事項の一つであるが、

Ａからいじめの相談があった際の本学校の対応に係る記載の一部分については、本委

員会の調査において、実際に報告通りの対応が実行されていたことを確認することが

できなかった。 

 

② 本委員会の調査では、本学校が指導した対象者以外にも、いじめ行為に積極的に関

与した可能性の高い生徒の存在が明らかになった。たとえ、一定の時間が過ぎた後で

あっても、是正措置が必要と思われる。 

また、本学校は、加害生徒と保護者による遺族への謝罪の場を設けている。いつ、

どのような形で謝罪の場を設けるか、遺族や、関係する生徒や保護者にどのような配
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慮をすべきか等、今後、県教委において、汎用的な対応例示を策定する必要がある。 

 

③ 遺族が、学校、県教委に様々な要望をしたいと考えることは、当然のことであり、

遺族の気持ちや要望に対し、それに応える範囲や判断の在り方など、汎用的な対応例

示が必要であるが、そのような対応例示は、整備されていなかった。 

 

５ 提言 

⑴ 自殺以前の対応について 

 

① いじめ被害申告には「いじめ等対策委員会」を中核とした対応を徹底すること  

 

いじめによる被害について申告を受けた場合は、県基本指針に即し、「いじめ等対

策委員会」を中核とした組織的な対応が必要である。特に、事実関係の把握、いじめ

の認知、いじめへの対処に関する判断、いじめの解消の判断を組織的に行い、複数の

目による状況の見立てが必要である。その際には、校長の指揮のもとで、常に重大事

態、最悪の事態となる危険性や可能性、希死念慮の存在を想定した組織的対応、保護

者との情報共有、専門機関との連携を実施し、被害を相談した生徒を徹底的に守り抜

くこと、同時に、加害行為を実行したと目される生徒への短期・長期にわたる指導が

求められる。 

県教委には、本事案の報告を機に、法に基づく対応であることの重みを各学校に周

知し、定められた組織的対応について運用状況を調査するとともに、実効的運用を促

す方策等の策定と対応を求めたい。とりわけ、いじめ行為である可能性を認識した場

合は、❶校長は定められた委員会の開催を指示し、❷校長は事実関係を確認した上で

速やかに県教委に報告し、❸校長は保護者と情報を共有することなどを、管理職に徹

底することをお願いしたい。 

これらを踏まえ、本委員会からは、県教委に対し、「いじめ等対策委員会」におい

て、いじめ等の対応や程度を確認した後、把握した事態をもとに、学校及び校長が、

県教委と相談しつつ、状況に応じて適切かつ実効的な体制を判断できるよう、汎用的

な対応例示を策定することを提言する。 

 

② 被害者保護に重点化した組織的な対応を徹底すること 

 

いじめ行為に関する申告や相談があった場合には、何よりも「いじめられた生徒

を徹底的に守り通すこと」が最優先の課題である。しかし、本件では、学校側は、被

害申告者に対するケアに重点化した対応が徹底されなかった。 

いじめが疑われる事態が確認された時点では、まず、「いじめ等対策委員会」を招

集し、被害者への支援体制、組織的な被害者対応を検討し、校長は、学校の責任者と

して、的確な指揮を徹底することが必要である。 
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③ 保護者との情報共有を徹底すること 

 

保護者との協力関係は、生徒指導の基本であり、相互の情報交換が原則である。

管理職においては、仮に生徒本人が保護者への情報提供を不要と述べた場合でも、本

事案を教訓として思い起こし、情報提供の機会を失することが、いかに重大な事態を

引き起こす危険性を伴うものであるのかを肝に銘じ、改めてその重要性を共有し確認

することが必要である。 

なお、このことは、いじめられた側の保護者のみではなく、いじめた側の保護者

との情報共有についても同様である。 

また、被害を相談した生徒への支援は、仮に事態の収拾が確認された場合であっ

ても、少なくとも３か月程度の継続的なフォローアップが必要とされている(いじめ

防止等のための基本的な方針（平成 25 年 10 月 11 日文部科学大臣決定【改訂版】参

照）。ここでは、被害者本人への面談及び事実関係の確認に加え、できれば本人の同

意の下で、また本人の同意が得られなくとも、状況を判断して、時機を逸することな

く、保護者に対する報告と情報共有を行うことが必要である。 

なお、保護者との情報の共有を控えるべき例外的ケースと考えられる場合につい

ても、少なくとも「いじめ等対策委員会」においての組織的な検討を踏まえた判断が

必要である。県教委には、県基本指針にある「いじめを受けたとする児童生徒の保護

者に、いじめの態様などを説明し、見守りや支援の協力を依頼する」際の例外とする

ケースについて、学校と県教委との情報共有の在り方を含めた検討が必要である。 

 

④ いじめ被害の申立てに関する聞き取りは、事態の丁寧な解明に努めること 

 

いじめの被害を申し立てた生徒及びいじめに関わっていることが推測される生徒

に対する聞き取りは、事実を丁寧に確認することが必要であり、また、プライバシー

保護の観点からも、個々に行うことが適当である。 

多忙な日常業務の中でのいじめ事案への現場対応にあっては、事態の丁寧な解明

ではなく、即効的な指導による早期解決を念頭においた対応となっていることが懸念

される。県教委は、被害申告時の報告体制、指示系統、「いじめ等対策委員会」の開

催等について汎用的な対応例示を策定すべきである。 

 

⑵ 自殺後の対応の在り方について 

 

学校と教員については、通常の教育活動における負担の過重性が指摘される中で、自

殺事件が発生した場合の対応は、学校、校長によるリーダーシップと指揮のみにすべて

を依存することは、現実的とはいえないし、遺族をはじめ関係する者にとっても決して

利益をもたらすものではない。 
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本委員会は、いじめに係る自殺事件等の重大事態が起きた際、県教委による、学校と

りわけ校長を支える体制の整備と強化を、緊要の課題として提言する。 

あわせて、遺族による学校に対する要請や要望への対応、遺族以外の第三者との関係

の在り方等、生徒や保護者、教職員への対応など、重大事態に際しての学校の汎用的な

対応例示の策定が必要である。 

 

① 基本調査について 

 

いじめによる自殺等の重大事態が確認できた後、場合によっては、学校において作

成・報告される基本調査の記載内容を根拠にして責任を問われかねない立場にある学

校や教職員に対して、基本指針の要請をどのように実現するのかなど、基本調査の実

施と記載の在り方は、些細な問題ではない。 

本委員会としては、県教委に対し、基本調査と本委員会が行う調査（詳細調査）の

位置付けを明らかにし、重大事態に際し、学校側が、いつ、どのような調査を、だれ

が、どのように実施するのかなど、あらためて詳細に検討し、周知・徹底することを

提言する。 

また、基本調査及び事後対応に際しては、県教委は、調査の公平性や中立性を保ち、

並行して遺族、生徒、教職員への長期的なサポートを実施するための汎用的な対応例

示を策定する必要がある。 

 

② 加害生徒への指導について 

  

本委員会の調査では、学校が指導した対象者以外にも、いじめ行為に積極的に関与

した可能性の高い者の存在が明らかになっており、学校の指導した範囲と一致しない

結果となった。指導が拙速にならないように注意するとともに、指導の不均衡という、

正義、公平に反する結果は是正されなければならない。 

加害生徒の遺族への謝罪については、いつ、どのような形で、謝罪の場を設けるか、

遺族、加害者とその保護者にどのような配慮をすべきか、学校、教諭の謝罪との兼ね

合い等、加害生徒の謝罪のあり方について検討する必要がある。 

 

③ 遺族への対応について 

 

大切な子を失った遺族への対応を丁寧に行うよう心がけることは不可欠である。

学校、とりわけ学校を代表する管理職の遺族に対する対応は、遺族にとどまらず、社

会的にも、学校としての評価を左右する重要なものとなっている。 

遺族の要望への対応、遺族対応への報告のあり方、遺族以外の第三者が関与するこ

とへの対応等、遺族との関係について、県教委によって、汎用的な対応例示の策定が

必要である。また、相談窓口の紹介等遺族へのサポート態勢の整備を検討する必要が
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ある。 

 

⑶ 今後求められる取り組みについて 

 

近年、県内では、生徒のいじめ事件と自殺事件が繰り返し発生している。また、第

三者委員会の調査報告書が複数提出され、提言に基づき、県教委は対応に努めている

が、残念ながら、生徒の自殺は繰り返されている。 

以上の状況を考慮し、本事案の検証結果を踏まえ、本委員会は、以下の３点を更に

提言する。 

 

① 常設の組織体制について継続的に改善・検証を行うこと 

  

本報告書では、学校生活に日常的に起こり得るいじめ行為が自殺事件という重大事

態にまで至った要因として、当該学校の組織的な問題があったことを指摘した。本件

は、学校及び県教委を含む教育組織全体に関わる問題として、総合的かつ継続的な課

題を提起するものと認識するべきである。今後、このような重大事態が繰り返される

ことがないよう、学校のみならず県教委並びに県による組織的改善が継続的に実行さ

れることを求める。 

組織改善における要件としては、生徒が現行の定義に基づく「いじめ被害」を常に

受け得ることを前提とし、被害を受けた生徒を守るための常設の生徒指導体制及び連

携体制を整備・拡充することが特に望まれる。特に、青年期特有の心理的特性や現代

の社会的情勢を踏まえ、加害生徒への指導や早期解決を図るだけでなく、弱い立場に

置かれた生徒へのフォロー体制が常時機能していることが必要である。また、その持

続的運用にあたっては、現状の学校組織が有する人的キャパシティにも限界があるこ

とから、家庭や地域との連携、あるいは弁護士、精神科医、ソーシャルワーカー、臨

床心理士等の外部リソースの活用についても考慮するべきである。なお、これらの組

織的取り組みの策定にあたっては、単発的な施策に終わるのではなく、ＰＤＣＡを機

能させた持続的な検証がなされることが望まれる。 

 

※ ＰＤＣＡ：事業活動における管理を円滑に進める手法の一つ。 

  Ｐｌａｎ(計画)→Ｄｏ(実行)→Ｃｈｅｃｋ(評価)→Ａｃｔ(改善)の４段階を繰り返すこと

によって、業務を継続的に改善する。 

  

② 学校における自殺予防教育への取り組み 

 

近年、学校における自殺予防教育や一貫したフォローアップにより、若年者の自殺

企図や自殺念慮が減少したと報告されている。米国で実施されている自殺予防プログ

ラムであるＳＯＳ（Signs of Suicide）プログラムによる自殺予防教育は、①自殺に



 

10 

 

関する正しい知識を提供し、自殺は予防可能であると伝えること、②友人の自殺の危

険に直面した時にゲートキーパーとして適切に行動できるようになること、③危機的

な状況下で他者に援助を求めること（援助希求）の重要性を理解し、一生涯のメンタ

ルヘルスの基盤を構築することを目的としている。ＳＯＳプログラムの中でも重要な

役割を担っている対処方法であるＡＣＴプログラムは、Acknowledge（他の生徒の問題

に気づく）、Care（誠実な態度で関わる）、Tell（必ず信頼できる大人につなげる）の

頭文字をとっており、生徒向けＤＶＤを通して援助希求能力の育成を目指している。 

一方で、本邦の教育現場における自殺予防教育は諸外国と比較して遅れており、発

達過程にある児童生徒もいじめ被害を含めた暴力から自分を守るスキルを十分獲得で

きていないことが多い。そのため、本委員会は、児童生徒が自分を守るために取り組

める具体的な方法を理解し、不幸にもいじめ被害に遭ってしまった際に他者に援助を

求め、自殺という重大事態を回避できるような自殺予防教育プログラムの策定及び周

知徹底を新潟県や県教委に求めたい。 

 

③ ＳＮＳ適正利用の取り組みの強化 

 

ＳＮＳは、ソーシャルネットワークサービス（Social Networking Service）の略

で、登録された利用者同士が交流できる Web サイトの会員サービスのことであり、近

年、友人同士などがメッセージや写真などを共有してコミュニケーションを取る手段

として、急速に普及しているが、一方で、安易な書き込みがトラブルに発展した事例

や悪ふざけのつもりで動画を投稿したことが現実世界での謝罪につながった事例など

が急増している。 

本報告書にあるとおり、本事案では、無料通信アプリＬＩＮＥを介在させたいじめ

行為が確認でき、本人からＳＮＳについての訴えがあったにも関わらず踏み込んだ対

応ができなかったことは、既に述べたとおりである。 

県いじめ防止基本方針（平成 26 年３月）には、「ＳＮＳを適切に活用する能力」「情

報モラル教育及び普及活動に関する施策の推進」「携帯電話等やＳＮＳ利用に係る実態

を把握し、関係機関との連携の下、適切に対処できるよう教職員対象の研修会を実施

する」「ＳＮＳを通じて行われるいじめに対する対策を講ずる」「ＳＮＳ監視の体制を

拡充する」など、既にＳＮＳを用いたいじめ行為についての対策を確認することがで

きるが、本報告書を契機として、更に踏み込んだ対策の策定と実行が必要であり県教

委に対しては、ＳＮＳ適正利用に向けて、以下の取り組みの強化をお願いしたい。 

❶ ＳＮＳの利用は低年齢化していることから、小学校低学年から、ＳＮＳの使い

方について教育の徹底を図ること。 

❷ 教職員がＳＮＳの進化に対応し、適切に対応するには、研修が必要であること

から、ＳＮＳ利用に係る実態を把握し、関係機関との連携の下、適切に対処でき

るよう教職員対象の研修会を実施すること。 

❸ 保護者も、ＳＮＳの危険性について理解し、それに対応することが必要である



 

11 

 

ことから、保護者にも危険性とその対応を周知し、ＳＮＳ適正利用に向け、学校

と保護者が連携して、取り組みを進めること。 

❹ ＳＮＳでの誹謗中傷などで生徒が教職員に訴えてきた場合の対処方法のマニュ

アルを、早急に策定すること。 

❺ 「ソーシャルメディア・ガイドライン」を策定し、県教委、教職員、保護者のみ

で作成するのではなく、各学校において生徒（代表生徒）と話し合いながら決め生

徒会に提案させる等、生徒の主体性、自主性を尊重した取組を実施すること。 

 

⑷ 緊急事態の認識と提言実現に向けた特段の配慮のお願い 

 

① 緊急事態としての危機意識をもって対応にあたること 

 

本委員会は、県教委及び学校によって、いじめ問題を根本的に解決し、解消する

ための教育や取り組みがなされていることを評価するものであるが、県教委に対して

は、本報告を機に、改めて、本県における児童生徒に関わるいじめ事件及び自殺事件

の状況を、緊急事態と認識するよう求めたい。 

 県教委は、本報告書を機に、いじめ防止対策が最優先かつ緊要な対応を求められる

ことを認識し、いじめ行為が、人の尊厳と生存を貶め、人の命に関わる事態となるこ

とを深く自覚すること、また、いじめ行為が、人として許されない、社会生活におけ

る基本規範に抵触する人権侵害行為となる可能性があること、さらに、いじめ行為の

結果、未成年である生徒が、生涯をもって償うことのできない責任を負う可能性があ

ること等を深く自覚するための教育を、徹底し、継続的に教育・指導する機会を設け

ること、そのための具体的な内容と計画を明確にすることをお願いしたい。 

あわせて、本報告を機に、本県におけるいじめ自殺事件の現状を緊急事態と認識

し、本提言で求めた、学校や教師の具体的対応の在り方をふまえ、管理職をはじめと

する教員研修を、継続的に開催し、学校に周知することを提言しておきたい。 

 

② 本検証と提言の実現に向けた特段の配慮のお願い 

 

県におかれては、本事案をはじめとする、本県の児童生徒に関わるいじめ事件及

び自殺事件の現状を、学校と社会の良識と秩序を根底から揺るがす緊急事態と認識し、

県教委が、本報告書の提言を可能な限り迅速に実施できるよう、県教委と学校、教師

をとりまく環境の整備をお願いしたい。 

発達過程にある児童生徒を対象とし、学習指導から生徒指導にわたる広範な課題に

向き合う学校や教師の勤務環境が困難な状況にあることは、ここで改めて指摘するま

でもない。学校と教師をとりまく環境を改善することなく本提言を迅速かつ丁寧に履

行することは容易ではない。 

本委員会は、県に対し、学校と教師が、次世代の県民を育てるという社会的付託
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を背負い、社会の根底を支えるものであるとの認識を新たにし、本検証と提言の実現

に向けた、人的、財政的環境の整備など、特段の配慮をお願いしたい。 

 

 

 

※ 新潟県いじめ防止対策等に関する委員会 ３号案件 担当委員名簿（分野別）（◎：会長） 

    

   精神保健   折目直樹   新潟大学医歯学総合病院 精神科助教  

      心理学    浅田剛正   新潟青陵大学大学院 准教授 臨床心理士 

      社会福祉   武井恒美   新潟医療福祉大学 社会福祉学部 特任教授 

    ◎ 教育     梅野正信   上越教育大学理事兼副学長  

      法律     岩渕浩    岩渕浩法律事務所 弁護士 

青少年健全育成  吉田金豊      県立巻高等学校前ＰＴＡ会長 


